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えば，GPS (Grobal Positioning System)や DBS (Direct Broadcast from Satellite)を始めとす
る衛星通信システム，無線 LAN (Local Area Network)，WiMAX (Worldwide Interoperability
for Microwave Access)やUWB (Ultra Wide Band) を始めとする移動体通信システム，ETC






例えば，屋内の無線 LAN のような高速無線システム [3],[4] では，マルチパス伝搬により
様々な伝搬路の電波が異なる時間（位相）で受信されるために生じるマルチパスフェージン





















トアンテナ [27]，4 素子パッチアレーアンテナ [28]，スロット八木・宇田アレーアンテナ [17]，
パッチ八木・宇田アレーアンテナ [18],[29]，二重ループアンテナ [30]，スパイラルアンテナ






























図 1.4 は，提案する小型平面チルトビームアンテナを 2 点波源モデルで示したものである．
図 1.4 において，間隔 d を隔てた点波源 (1) と点波源 (2) は，無限反射板上から間隔 h を
隔てて配置されている．このとき，点波源 (1) 及び (2) の励振位相をそれぞれ φ1 及び φ2 と
する．このような構成において，写像の原理から反射板の －Z 側に位相が 180 度反転した
イメージ波源を仮定することができ，XZ 面の放射パターンはこれらの 4 つの波源の合成に
よって形成されることになる．
このモデルにおいて，例えば，間隔 h を 1/4 波長以上である 0.417 λ に設定し，間隔 d
を 0.333 λ，位相差 δ（＝ φ1－ φ2）を ± 110 度とした場合の放射パターンの計算結果を図
1.5 に示す．ここで，λ は自由空間の波長であり，点波源 (1) 及び (2) の振幅は同レベルと
している．計算には，モーメント法電磁界シミュレーション [32] を用いた．図 1.5 から，位
相差 δ ＝ 110 度とすることにより＋Z 軸方向から＋X 軸方向へ 54 度チルトした主ビーム
が得られ，位相差 δ ＝－ 110 度とすることにより主ビームは＋Z 軸方向から－X 軸方向へ
チルトすることになる．これは，図 1.6 に示すように，点波源を反射板上から 1/4 波長以上








図 1.5: 2 点波源モデルの XZ 面放射パターン










示されるように，主ビーム方向の方位角 φ において仰角 θ を変化させたときの放射パターン
のことであり，円錐面パターンとは主ビーム方向の仰角 θ において方位角 φ を変化させたと
きの放射パターンのことである．









きるようにしている．このときの電波暗室のサイズは，6× 4× 2 m であり，送受信アンテ













図 1.9: 本提案チルトビームアンテナにおける F/B 比の定義
指標であるチルト角，円錐面パターンの半値角，F/B 比について述べ，本論文における定義
とする．
チルト角とは，図 1.7 (b) に示す θt のことであり，垂直面パターンにおいてアンテナ面の
鉛直方向から水平方向に主ビームがチルトしている角度のことを指す．また，円錐面パター
ンの半値角は，図 1.8 (b) に示す θH のことであり，円錐面パターンにおいて放射電力密度が
最大放射方向の 1/2 となる二つの方向を挟む角のことである．F/B 比は，一般に指定方向の
利得と，指定方向の逆方向から± 60 度の角度範囲内における最大利得との比で定義される
が [33]，反射板により主ビームと反対方向への放射量が著しく低く，図 1.7 (b) に示すように
バックローブが主ビームと同様にアンテナ面より上方に形成される本提案のチルトビームア
ンテナにおいてはその定義が適用できない．そこで，チルトビームアンテナの F/B 比として
提案されている定義を適用することにする [18]．この定義は，図 1.9 に示すように，原点 O
を頂点，X 軸（チルトビーム方向）を中心線とした頂角が 120 度の円錐体を用いて，主ビー
ムを含む円錐方向における最大利得と他方の円錐方向における最大利得との比を F/B 比と
して定義するものである．図 1.9 に示す放射パターンの例では，前方の最大値である A にお
ける利得と後方の極大である B における利得の比が F/B 比となる．本論文では，高速無線
















































ることができるが，反射板との間隔を 1/4 波長以上必要とする．そこで 5 章では，2 ～ 4 章
で提案するアンテナをより実用的な大きさとするために，EBG（Electromagnetic Band-Gap）
構造の反射板を用いることによるアンテナの薄型化を検討する．
まず本章で用いる EBG 反射板の基本構成及び動作を示すとともに，EBG 反射板の反射位

























本章の 2.2 節では，2 素子のスロットアンテナを用いた小型平面チルトビームアンテナの
基本構成を示し，各構成パラメータに対する放射特性の変化を把握するとともに，実験によ
りチルトビーム特性が得られることを示す．2.3 節では，高周波スイッチを用いた 2 方向の
ビーム切換構成を示し，電磁界シミュレーション及び実験によりビーム切換が実現できるこ






t，比誘電率 ²r の誘電体基板上の平面寸法が Lgx× Lgy の GND 面に形成された長さが Ls，
幅が Ws の 2 つのスロット素子と，スロット素子から所定の間隔 h 離した位置にスロット素
子面と平行に配置された寸法が Lrx× Lry の反射板とから構成される．このとき，2 つのス
ロット素子の間隔を d，それぞれのスロット素子の励振位相を φ1 及び φ2 とし，2 つのスロッ
ト素子に位相差 δ (＝ φ1－ φ2) を与えて同時に給電することで，チルトビームが形成される
ことになる．なお，2.2.1, 2.2.2 では，基本特性把握のため MSL による給電は行わず，ギャッ
プポートによる給電を用いたモーメント法解析により放射特性を検討する．ギャップポート
は，それぞれのスロット素子の中央に配置する．
上記構成における放射パターンの一例として，h ＝ 0.417 λ，d ＝ 0.333 λ 及び δ ＝ 80
度に設定した場合のモーメント法電磁界シミュレータ IE3D [32] を用いて計算した結果を図
2.2 に示す．このとき，アンテナ素子の各構成パラメータは，Lgx ＝ 0.767 λ，Lgy ＝ 0.733
λ，t＝ 0.027 λ，²r ＝ 2.6，Ls ＝ 0.317 λ 及び Ws ＝ 0.017 λ であり，反射板の寸法 (Lrx
×Lry ) 及び誘電体基板の平面寸法は無限大である．図 2.2 (a) は XZ 面における放射パター
ン，図 2.2 (b) は円錐面パターンであり，いずれも垂直 Eθ 偏波成分を示している．図 2.2 か
ら分かるように，＋X 軸方向へ 45 度チルトした主ビームが得られており，このときの F/B
比は 10.5 dB，指向性利得は 10.1 dBi，円錐面パターンの半値角 (Half Power Beam Width :
HPBW) は 89 度である．ここで，図 1.4 に示す 2 点波源モデルにおいて，反射板との間隔 h






















位相差 δ に対する指向性利得，垂直面チルト角，円錐面パターンの半値角及び F/B 比を
図 2.4 に示す．この結果から，指向性利得は位相差 δ が 120 度のときに最大となり，垂直面
チルト角は位相差 δ が大きくなるにつれて大きくなっていることが分かる．また，円錐面パ
ターンの半値角は位相差 δ を大きくすることで狭くすることができ，F/B 比は位相差 δ を
60 度としたときに最も高く，42 度から 83 度の範囲において 10 dB 以上得られることが分
かる．このため，高い F/B 比を得るためには，適切に位相差を設定する必要がある．
図 2.5 は，スロット素子間隔 d を変化した場合の指向性利得，垂直面チルト角，円錐面パ
ターンの半値角及び F/B 比を示している．ここでは，F/B 比が 10 dB 以上得られるように
それぞれの間隔 d に対する位相差 δ を次のように調整している．d ＝ 0.167 λ のときは δ
＝ 120 度，d ＝ 0.25 λ のときは δ ＝ 100 度，d ＝ 0.333 λ のときは δ ＝ 80 度，d ＝ 0.417
λ のときは δ ＝ 50 度，d ＝ 0.5 λ のときは δ ＝ 40 度 である．図 2.5 から，間隔 d が狭
いほど，指向性利得が高く，かつ円錐面パターンの半値角が狭くなることが分かる．
次に，GND 寸法を変化した場合のアンテナ特性について検討する．図 2.6 に，X 軸方向
の GND 寸法 Lgx を変化した場合の指向性利得，垂直面チルト角，円錐面パターンの半値角
及び F/B 比を示す．この結果から，X 軸方向の GND 寸法に対して指向性利得及び F/B 比
の変化が大きく，GND 寸法 Lgx が大きくなるにつれて指向性利得及び F/B 比が高くなるこ
とが分かるが，アンテナの小型化の面から 0.75 波長程度が適当と考えられる．図 2.7 は，Y
軸方向の GND 寸法 Lgy に対する指向性利得，垂直面チルト角，円錐面パターンの半値角及
び F/B 比を示している．Y 軸方向の GND 寸法であるため円錐面パターンの半値角に多少
の変化は見られるが，全体的に特性の変化は小さい．
次に，反射板との間隔 h に対するアンテナ特性を検討する．図 2.8 に，反射板との間隔 h
に対する指向性利得，垂直面チルト角，円錐面パターンの半値角及び F/B 比を示す．図 2.8
から，間隔 h が広くなるにつれて垂直面チルト角が大きくなっていることが分かる．また，
0.5波長を越えると，急激に指向性利得及び F/B比が劣化しているが，これは，図 2.9の XZ
面放射パターンに示すように，天頂方向（＋Z 方向）にローブが形成されるためである．こ




有限寸法の反射板を適用した場合のアンテナ特性を検討する．反射板寸法 Lrx 及び Lry を変
化した場合の指向性利得，垂直面チルト角，円錐面パターンの半値角及び F/B 比を図 2.10
に示す．なお，ここでは Lrx ＝ Lry とする．図 2.10 から，反射板寸法によって指向性利得に
多少の変化は見られるが，1 波長以上に設定することで 9 dBi 以上は得られることが分かる．
また，反射板寸法が大きくなるほど垂直面チルト角が大きくなっており，これは反射板の端
部での回折が影響していると考えられる．ちなみに，無限反射板の場合の垂直面チルト角は，
図 2.2 に示すように，45 度である．F/B 比については，1.5 波長のときに変化が大きくなっ
ているが，反射板寸法によらず 10 dB 程度以上は実現できている．これらのことから，反射
板寸法を 1 波長程度以上に設定することで，9 dBi 以上の指向性利得で，10 dB 以上の F/B
比を有するチルトビーム特性を得ることができる．
図 2.4: 位相差 δ に対するアンテナ特性
図 2.5: 間隔 d に対するアンテナ特性
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図 2.6: GND 寸法 Lgx に対するアンテナ特性
図 2.7: GND 寸法 Lgy に対するアンテナ特性
図 2.8: 反射板間隔 h に対するアンテナ特性
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図 2.9: 反射板間隔 h に対する放射パターン





成の MSL を用いることで位相差給電を行う．図 2.11 に，位相差給電スロットアレーの給電
構成を示す．誘電体基板のスロット形成面の対向する面（－Z 面）に T 分岐形状の MSL を
形成し，スロット素子を電磁界結合により給電する．T 分岐 MSL は，ポート側ラインの特
性インピーダンスが 50 Ω，スロット素子と結合するラインの特性インピーダンスが 100 Ω
となるように線路幅が調整される．また，T 分岐 MSL の分岐部分を中央から S だけシフト
させることで，2 つのスロット素子に位相差を与えている．スロット素子と T 分岐 MSL は，
オープンスタブ長 Lst を調整することにより整合を取ることができる．
図 2.12 に試作した位相差給電スロットアレーを示す．実験では，設計周波数を 5 GHz 帯
とし，厚み t を 0.027 λ (1.6 mm)，比誘電率 ²r を 2.6 の誘電体基板を用いた．アンテナ
素子の各構成パラメータは，スロット素子長 Ls ＝ 0.333 λ (20 mm)，スロット素子幅 Ws
＝ 0.033 λ (2 mm)，スロット素子間隔 d ＝ 0.333 λ (20 mm)，GND 寸法 Lgx ＝ Lgy ＝
0.833 λ (50 mm)，MSL 幅 W1 ＝ 0.067 λ (4 mm)，W2 ＝ 0.017 λ (1 mm)，スタブ長 Lst
＝ 0.029 λ (1.75 mm)，シフト幅 S ＝ 0.083 λ (5 mm)，反射板との間隔 h ＝ 0.417 λ (25
mm)，反射板寸法 Lrx ＝ Lry ＝ 2 λ (120 mm) とした．図 2.13 に，VSWR 特性を示す．測
定結果は，計算結果に比べて中心周波数が低い方にシフトしている．これは，誘電体基板の
比誘電率などが正確にモデル化できていないことが原因の一つと考えられる．なお，計算で
は，FDTD法 [35] を用いている．図 2.14 に，中心周波数における放射パターンを示す．測
定結果と計算結果がほぼ同等の特性であり，計算による検討結果が妥当であることが分かる．
このとき，測定結果における動作利得は 9.4 dBi，垂直面チルト角 は 40 度，円錐面パターン
の半値角は 98 度，F/B 比 9 dB である．図 2.15 は，測定結果における放射パターンの周波
数特性である．垂直面における放射パターンに多少の変化は見られるが，ほぼ 200 MHz（比
帯域 4 %）の帯域でほぼ同等の特性が得られていることが分かる．2.2.1 で示したギャップ給















位相差給電スロットアレーのビーム切換構成を図 2.16 に示す．図 2.16において，誘電体基
板のスロット形成面に対向する面（－Z 面）に π 分岐形状の MSL を形成し，SPDT（Single
Pole Double Throw）構成の高周波スイッチを配置している．高周波スイッチは，π 分岐 MSL
を切換給電することにより，2 つのスロット素子の位相差を切り換えることができるため，
ビーム方向の切換が可能となる．高周波スイッチの端子 1 と端子 2 を接続する場合，図 2.11
に示す構成と同等となり，＋X 軸方向にチルトしたチルトビーム特性が得られる．このとき，
π 分岐 MSLの端子 3 側の MSLは特性に影響を及ぼさないように，分岐部分で開放となるよ
うにする必要がある．例えば，高周波スイッチの端子 3 のインピーダンスがショートのとき，
Lm を λe/4（λe : 実効波長）の奇数倍に設定することで，分岐部分で開放とすることができ
る．また，高周波スイッチの端子 3 のインピーダンスがオープンのとき，Lm を λe/2 の整数






PIN ダイオードを用いた SPDT スイッチ回路を図 2.17 に示す．図 2.17 (a) は正電源のみ
を用いた片電源構成，図 2.17 (b) は正負の電源を用いた両電源構成を示している．これらの
スイッチ回路において，片電源構成の方が回路構成が複雑であるため，アンテナ基板上に配
置した場合，アンテナ特性に影響を及ぼす可能性がある．そこで，ここでは図 2.17 (b) の両
電源構成を適用する．図 2.17 (b) において，正電源を印加した場合，D1 と D4 がオン状態
となり，端子 1 と端子 2 が接続され，また端子 3 が短絡される．また，負電源を印加した場
合，D2 と D3 がオン状態となり，端子 1 と端子 3 が接続され，また端子 2 が短絡される．
図 2.18 に，正電源を印加した場合のスイッチ特性を示す．設計周波数は 5 GHz 帯として
おり，PIN ダイオードには M/A-COM 製の MA4SPS402 を使用した．5 GHz において 通
過損失（S21）は 1.2 dB，アイソレーション（S31）は 21.8 dB である．
図 2.19 は，PIN ダイオードの SPDT スイッチを用いた位相差給電アレーの試作モデルで
ある．誘電体基板のスロット形成面と対向する面に，スイッチ回路を構成している．図 2.19
において，誘電体基板の厚み t を 0.027 λ (1.6 mm)，比誘電率 ²r を 2.6，スロット素子長
Ls ＝ 0.333 λ (20 mm)，スロット素子幅 Ws ＝ 0.017 λ (1 mm)，スロット素子間隔 d ＝
0.333 λ (20 mm)，GND 寸法 Lgx ＝ Lgy ＝ 0.833 λ (50 mm)，MSL 幅 W1 ＝ W3 ＝ W4 ＝
0.05 λ (3 mm)，W2 ＝ 0.017 λ (1 mm)，スタブ長 Lst ＝ 0.033 λ (2 mm)，シフト幅 S ＝
0.092 λ (5.5 mm)，反射板との間隔 h ＝ 0.417 λ (25 mm)，反射板寸法 Lrx ＝ Lry ＝ 2 λ
(120 mm) とした．また，π 分岐 MSL の分岐部で開放となるように，Lm ＋ Lp ＝ λe/4 にし
ている．ここで，Lp は図 2.17 に示すように端子 2 あるいは 3 から GND までの長さである．
図 2.20 に，VSWR 特性の測定結果を示す．5 GHz において，VSWR が 2 以下であり，比
帯域幅は VSWR < 2 において 14 % である．次に，放射パターンを図 2.21 に示す．図 2.21
において，測定結果と計算結果はほぼ同等の特性が得られており，正負電源を切り換えるこ
とでビーム方向切換を実現できていることが分かる．このとき，＋ Vc において動作利得は
8.2 dBi，垂直面チルト角は 40 度，円錐面パターンの半値角は 101 度，F/B 比は 11 dB で
ある．また，－ Vc において動作利得は 8.6 dBi，垂直面チルト角は 40 度，円錐面パターン
の半値角は 103 度，F/B 比は 9 dB である．
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図 2.17: PIN ダイオードを用いた SPDT スイッチ回路
図 2.18: PIN ダイオードスイッチの測定結果
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図 2.19: PIN ダイオードスイッチを用いた位相差給電スロットアレーの試作モデル
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図 2.20: PIN ダイオードスイッチを用いた位相差給電スロットアレーの VSWR 特性
図 2.21: PIN ダイオードスイッチを用いた位相差給電スロットアレーの放射パターン
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2.3.2 MMIC スイッチを用いたビーム切換構成
2.3.1 で述べた PIN ダイオードを用いたスイッチ回路構成では，回路構成を簡易にするた
めに両電源を必要とした．ここでは，片電源でかつ簡易な回路構成で実現できる MMIC ス
イッチを用いた構成を検討する．
図 2.22 に，FET で構成された MMIC の SPDT スイッチ回路を示す．図 2.22 (a) は簡易
モデル，図 2.22 (b) は詳細モデルを示している．図 2.22 (b) において，Vc1 をオンにした場
合，端子 1 と端子 2 が接続され，端子 3 が短絡される．また，Vc2 をオンにした場合，端子
1 と端子 3 が接続され，端子 2 が短絡される．
図 2.23 に，Vc1 をオンにした場合のスイッチ特性を示す．設計周波数は 5 GHz 帯としてお
り，MMICスイッチとして M/A-COM 製の MASWSS0070 を使用した．5 GHzにおいて 通
過損失（S21）は 1.2 dB，アイソレーション（S31）は 30.6 dB である．図 2.18 に示す PIN
ダイオードを用いたスイッチ特性とほぼ同等の特性である．
図 2.24 は，MMIC スイッチを用いた位相差給電アレーの試作モデルである．図 2.24 にお
いて，MSL 幅 W1 ＝ W3 ＝ W4 ＝ 0.067 λ (4 mm)，シフト幅 S ＝ 0.083 λ (5 mm)，Lm
＝ 0.167 λ (10 mm) であり，その他のアンテナ構成パラメータは 2.3.1 で述べた PIN ダイ
オードスイッチを用いた場合と同様である．
図 2.25 に VSWR 特性の測定結果，図 2.26 に放射パターンの測定結果を示す．図 2.25 に
おいて，設計周波数である 5 GHzで VSWRが 2以下を実現できており，比帯域幅は VSWR
< 2 において 15 % である．図 2.26 においては，測定結果と計算結果はほぼ同等の特性が得
られており，ビーム方向切換を実現できている．このとき，Vc1 をオンとしたとき，動作利
得は 8.5 dBi，垂直面チルト角は 40 度，円錐面パターンの半値角は 87 度，F/B 比は 11 dB
である．また，Vc2 をオンとしたとき，動作利得は 9.1 dBi，垂直面チルト角は 40 度，円錐




図 2.22: MMIC SPDT スイッチ回路
図 2.23: MMIC SPDT スイッチの測定結果
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図 2.24: MMIC スイッチを用いた位相差給電スロットアレーの試作モデル
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図 2.25: MMIC スイッチを用いた位相差給電スロットアレーの VSWR 特性





は，図 2.2 で示したように，円錐面パターンの半値角が約 90 度であることから，4 セクタ
アンテナに向いていると考えられる．屋内無線 LAN システムにおけるセクタ数に関しては
4 ～ 6 セクタ程度で十分なことが報告されていることから [36],[37]，本節では位相差給電ス
ロットアレーの 4 セクタアンテナへの適用について検討する．
2.4.1 基本アンテナ構成




無給電のスロット素子（例えば，スロット素子 #1 と #2 が位相差給電された場合のスロッ
ト素子 #3 と #4）が放射特性に影響を及ぼさないようにする必要がある．そこで，無給電
スロット素子の終端条件による放射特性について検討する．
図 2.28 に，スロット素子 #1 と #2 を位相差給電し，ポート 3 及び 4 を開放とした場合
の放射パターンを示す．このとき，スロット素子 #1 と #2 を位相差（φ1－ φ2）を 80 度と
している．また，アンテナ素子の各構成パラメータは，Lgx ＝ Lgy ＝ 0.767 λ，t ＝ 0.027
λ，²r ＝ 2.6，Ls ＝ 0.308 λ，Ws ＝ 0.017 λ，d ＝ 0.333 λ，h ＝ 0.417 λであり，反射
板の寸法 (Lrx× Lry ) 及び誘電体基板の平面寸法は無限大である．図 2.28 において，チル
トビーム特性は得られているものの，図 2.2 に示す基本的な位相差給電スロットアレーの放
射パターンとは大きく変化している．特に，円錐面パターンが変化しており，ビーム幅が大
きくなっている．これは，無給電スロット素子 #3 と #4 の長さが半波長程度あるため結合
度が大きく，その影響が見られていると考えられる．また，ポート 3 及び 4 を短絡とした場
合の放射パターンを図 2.29 に示す．図 2.2 に示す基本的な位相差給電スロットアレーの放射
パターンとほぼ同等の特性が得られていることが分かる．このときの指向性利得は 10.1 dBi，




図 2.27: 位相差給電スロットアレーを用いた 4 セクタアンテナの基本構成
よる電磁界結合給電を行う場合の特性について検討する．図 2.30に，MSLによる電磁界結合
給電構成を示す．図 2.30 において，図 2.27 のときと同様に，スロット素子 #1 と #2 を位
相差給電した場合の放射パターンを検討する．Lm ＝ λe/4 として，ポート 3 及び 4 を短絡
した場合の放射パターンを図 2.31 ，このときの放射特性を表 2.1 に示す．また Lm ＝ λe/2
として，ポート 3 及び 4 を開放した場合の放射パターンを図 2.32，このときの放射特性を表




において，放射パターンが非対称となっているのは，MSL の長さが λe/2 であるため，屈曲




図 2.28: ポート 3 及び 4 を開放とした場合の放射パターン
図 2.29: ポート 3 及び 4 を短絡とした場合の放射パターン
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図 2.30: マイクロストリップラインによる電磁界結合給電構成
図 2.31: ポート 3 及び 4 を短絡とした場合の放射パターン（Lm ＝ λe / 4）
表 2.1: ポート 3 及び 4 を短絡とした場合の放射特性（Lm ＝ λe / 4）
Fequency [GHz] Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
0.98 f0 10.4 45 80 11
f0 10.5 45 83 10
1.02 f0 10.4 45 86 9
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図 2.32: ポート 3 及び 4 を開放とした場合の放射パターン（Lm ＝ λe / 2）
表 2.2: ポート 3 及び 4 を開放とした場合の放射特性（Lm ＝ λe / 2）
Fequency [GHz] Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
0.98 f0 9.8 45 82 10
f0 10.5 45 88 12
1.02 f0 10.0 45 102 8
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2.4.2 ビーム切換回路を用いた 4 セクタアンテナの具現化構成
ここでは，ビーム切換回路を実装したより具体的な 4 セクタアンテナ構成について検討
する．
図 2.33 に，4セクタアンテナの具現化構成を示す．給電回路は，3 つの高周波スイッチを
用いて構成されており，高周波スイッチ (1) はスロット素子 #1 と#3 を切換給電するスイッ
チであり，高周波スイッチ (2) はスロット素子 #2 と#4 を切換給電するスイッチである．高
周波スイッチ (3) は，図 2.16 で示したスイッチと同様の動作をしており，位相差を切り換え
るためのスイッチである．表 2.3 に，4 つのスイッチモードにおける各スイッチの動作を示
す．モードⅠ及びⅢは，スロット素子 #1 と #2 を位相差給電し，±X 軸方向にチルトビー
ムを実現する．また，モードⅡ及びⅣは，スロット素子 #3 と #4 を位相差給電し，± Y 軸
方向にチルトビームを実現する．これらの 4 つのモードを切り換えることで， 4 セクタアン
テナを実現することができる．次に，各高周波スイッチのオフ端子（例えば，モードⅠの高
周波スイッチ (1) の端子 c）はオープンと設定し，各構成パラメータを，Lgx ＝ Lgy ＝ 0.833
λ，t ＝ 0.027 λ，²r ＝ 2.6，Ls ＝ 0.333 λ，Ws ＝ 0.029 λ，d ＝ 0.392 λ，h ＝ 0.417
λ，Lm1 ＝ 0.069 λ，Lm2 ＝ 0.217 λ，Wm1 ＝ 0.017 λ，Wm2 ＝ 0.067 λ，ds1 ＝ 0.046 λ，
Lm2 ＝ 0.1 λ，S ＝ 0.107 λ 及び Lrx＝Lry ＝ 2 λ としたときのアンテナ特性を FDTD 法
[35] を用いて計算した結果を示す．図 2.34 に，各モードにおける VSWR 特性を示す．いず
れのモードも，4.7 GHz から 5.3 GHz （比帯域幅 : 12 %）において VSWR は 3 以下であ
る．各モードにおける放射パターンを図 2.35，放射特性を表 2.4 にそれぞれ示す．図 2.35 か
ら，4 方向にビーム切換できていることが分かる．
以上のように，位相差給電スロットアレーを用いることで，一辺の長さが 0.833 λ の小型な
4セクタアンテナを構成することができる．例えば，IEEE802.11aや HiSWANa（High Speed
Wireless Access Network type a）[38] などの無線 LAN システムにおける動作周波数である
5 GHz では，アンテナ素子の寸法は 50 mm 四方となり，HiSWANb（High Speed Wireless
Access Network type b）[39] で用いられる動作周波数である 25 GHzでは 10 mm 四方とな
る．今後は，高周波スイッチの具現化構成を含めた実験による特性評価を行う必要がある．
36
図 2.33: 4 セクタアンテナの具現化構成
表 2.3: 4 セクタアンテナのスイッチ動作モード
Switching mode RF siwtch (1) RF switch (2) RF switch (3)
Ⅰ a → b d → e g → h
Ⅱ a → c d → f g → h
Ⅲ a → b d → e g → i
Ⅳ a → c d → f g → i
図 2.34: 4 セクタ構成の VSWR 特性
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図 2.35: 4 セクタ構成の放射パターン
表 2.4: 各モードにおける放射特性
Mode Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
Ⅰ 9.6 38 97 9.9
Ⅱ 10.0 38 97 9.9
Ⅲ 9.8 38 99 10.2









タであり，スロット素子間隔に応じて適切に設定することで 10 dB 以上の F/B 比が得
られることが分かった．また，アンテナ素子と反射板との間隔は，サイドローブ増大に
よる特性劣化を抑えるために 1/2 波長以下に設定する必要があり，反射板寸法は 1 波
長以上とすることで 9 dBi 以上の指向性利得を有するチルトビーム特性を実現できる
ことが分かった．
（2）給電ラインとして T分岐構成の MSLを用いて分配給電する位相差給電スロットアレー
の放射特性及びインピーダンス特性を 5 GHz 帯において測定した．その結果，測定結
果と計算結果の特性はほぼ一致し，計算結果が妥当であることを実証した．このときの
測定結果における動作利得は 9.4 dBi，垂直面チルト角は 40 度，円錐面パターンの半
値角は 98 度，F/B 比は 9 dB，主偏波成分は垂直 Eθ 偏波成分であり，チルトビーム
特性として十分な結果が得られた．
（3）位相差給電スロットアレーのビーム切換構成として，π 分岐 MSL と高周波スイッチ
（PIN ダイオードスイッチと MMIC スイッチ）を用いた構成について試作し，5 GHz
帯においてビーム切換特性を評価した．その結果，π 分岐 MSL の分岐部でのインピー
ダンスが開放となるように高周波スイッチを設計することによりビーム切換が実現で
きることを計算及び測定において明らかにした．測定では，スイッチによる損失（1.2
dB）を含めて 8 dBi 以上の高い動作利得が得られた．





































ンテナは，同一面においてひし形に配列された長さが L で素子幅が w の 4 本の半波長素子
（#1, #2, #3, #4）の対向する一組の頂点に長さが Lc，素子幅が wc，間隔が d のクランク素
子を接続し，それ以外の頂点の一方に給電点を設け，給電点と対向する頂点を開放するよう
に構成している．さらに，寸法が Lrx× Lry の反射板を半波長素子から間隔 h を隔てて，ひ
し形面に平行に配置している．このような構成とすることにより，半波長素子 #1 及び #3
図 3.2: クランク素子装荷ひし形アンテナ
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と半波長素子 #2 及び #4 の間で位相差が生じ，＋Z 軸方向から ＋X 軸方向へ傾斜した主
ビームが形成されることになる．なお，このときの隣り合う半波長素子間の挟角を 90 度に
設定している．次に，本提案アンテナにおける半波長素子 #1 及び #2 上の電流分布をモー
メント法電磁界シミュレータ IE3D [32] を用いて計算した．半波長素子 #3 及び #4 の電流
分布は，半波長素子 #1 及び #2 と同様の分布となるため，ここでは省略する．まず，クラ
ンク素子の有無における電流分布を図 3.3 に示す．ここでは，電流の最大値を 0 dB として
正規化した振幅分布及び給電位置を 0 度とした＋ Y 方向成分の位相分布を示しており，横軸
の (A) から (D) は図 3.2 に示すアンテナ素子上の位置を示している．このときのアンテナ
素子の各構成パラメータは，L ＝ 0.481 λ，w ＝ 0.024 λ，d ＝ 0.0085 λ 及び h ＝ 0.425
λ であり，反射板の寸法 (Lrx× Lry) は無限大である．また，クランク素子装荷時のクラン
ク素子寸法は Lc ＝ 0.136 λ，wc ＝ 0.0085 λ である．図 3.3 から，クランク素子を装荷し
ていない従来の先端開放ひし形アンテナにおいては，半波長素子の中央部で電流振幅は極大





ンク素子側にシフトしているが，半波長素子 #1 と #2 の電流振幅の極大値間で 23 度の位
相差が生じていることが分かる．また，クランク素子上の電流は，折返し構造のため折返し
部で位相が逆相となるため相殺され，クランク素子からの放射はほぼ無視することができる．
以上のことから，半波長素子 #1 と#2 上の電流振幅の極大値を図 1.4 で示した 2 点波源モ
デルと対応させることができ，主ビームは＋Z 軸方向から ＋X 軸方向へ傾斜した方向に形
成されることになる．また，このときのアンテナ寸法は，X 軸方向の寸法が 0.706 λ，Y 軸
方向の寸法が 0.689 λ であり，1 波長以下の平面寸法であることが分かる．次に，反射板間
隔 h を変化した場合の電流分布を図 3.4 に示す．図 3.4 から，反射板間隔を変化することに
より電流分布が変化していることが分かる．これは，反射板との電磁界結合による影響と考
えられる．このように，クランク素子や反射板により半波長素子の電流振幅の極大となる位
置や半波長素子 #1 と #2 との間の電流位相差が変化するため，良好なチルトビームが得ら
れるようにクランク素子長及び反射板との間隔を調整する必要がある．
図 3.4: 反射板間隔 h に対する電流分布
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3.2.2 放射特性
ここでは，3.2.1 で示したアンテナ構成における放射特性を述べ，チルトビーム動作を 2 点
波源モデルと比較する．
図 3.5 に反射板間隔 h を変化した場合の水平 Eφ 偏波成分の放射パターン，表 3.1 にそれ
ぞれの反射板間隔における放射特性を示す．これらの結果から，3.2.1 で述べたように＋X
軸方向へチルトした主ビームが得られており，このときの指向性利得は 10 dBi 以上である．
また，反射板間隔 h を 0.085 λ 変化させることで垂直面チルト角が 9 度変化していること
から，反射板間隔は主ビームのチルト角を決定する支配的なパラメータであることが分かる．
また，円錐面パターンの半値角が約 60 度であることから，6 セクタアンテナの基本アンテナ
素子に向いているといえる．セクタアンテナへの応用に関しては，3.4 節で述べることとし，
ここでの詳細な説明は省略する．
図 3.5: 反射板間隔 h に対する放射パターン
表 3.1: 反射板間隔 h に対する放射特性
h Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
0.34 λ 10.6 38 60 10.9
0.425 λ 10.4 47 55 9.1
0.51 λ 10.9 56 50 6.5
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図 3.6: 2 点波源モデルにおける垂直（XZ）面放射パターン
図 3.7: クランク素子長 Lc に対する放射パターン
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3.3 スロット素子構成











辺の寸法が Ld，厚さが t，比誘電率が ²r の誘電体基板の＋Z 面側に配置された一辺の寸法
Lg の GND 板を切削して形成され，－ Z 面側に形成された MSL から電磁界結合により給
電される．MSL は特性インピーダンスが 50 Ω となるように 幅 wm が設定されており，ス
ロット素子との結合部から長さ Lm の位置で開放し，インピーダンス整合を取っている．ま







化するかを検討する．検討には，FDTD 法電磁界シミュレータ Fidelity [35] を用いて放射特
性を計算した．
まず，反射板間隔 h を変化した場合の垂直 Eθ 偏波成分の放射パターンを図 3.9 に，その
ときの放射特性を表 3.2 に示す．このときのアンテナ素子の各構成パラメータは，t ＝ 0.027
λ，²r ＝ 2.6，L ＝ 0.397 λ，w ＝ 0.024 λ，Lc ＝ 0.12 λ，ws ＝ 0.0085 λ，d ＝ 0.0085
λ，Lg ＝ λ，Ld ＝ 3.4 λ，Lr ＝ 3.4 λ，Lm ＝ 0.08 λ であり，以降これらの値を初期値






次に，反射板間隔 h を 0.34 λ に固定して，GND 板寸法 Lg 及び反射板寸法 Lr を変化
した場合の放射特性について検討する．図 3.10 は GND 板寸法 Lg を変化した場合の垂直




ている．このため，良好な F/B 比を実現するためには GND 寸法を適切に設定する必要が
ある．次に，反射板寸法 Lr に対する垂直 Eθ 偏波成分の放射パターンを図 3.11，そのとき








図 3.9: クランク素子装荷スロットひし形アンテナの反射板間隔 h に対する放射パターン
表 3.2: クランク素子装荷スロットひし形アンテナの反射板間隔 h に対する放射特性
h Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
0.255 λ 10.8 30 60 11
0.34 λ 10.7 35 67 9
0.425 λ 10.5 40 75 7
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図 3.10: クランク素子装荷スロットひし形アンテナの GND板寸法 Lg に対する放射パターン
表 3.3: クランク素子装荷スロットひし形アンテナの GND 板寸法 Lg に対する放射特性
Lg Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
0.833 λ 10.1 35 63 6
λ 10.7 35 67 9
1.167 λ 10.9 35 89 8
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図 3.11: クランク素子装荷スロットひし形アンテナの反射板寸法 Lr に対する放射パターン
表 3.4: クランク素子装荷スロットひし形アンテナの反射板寸法 Lr に対する放射特性
Lr Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
2.04 λ 10.7 30 72 9
2.55 λ 10.5 33 66 7




妥当性を検証する．なお，ここでの設計周波数は 5 GHz 帯とし，各構成パラメータは 3.3.2
で示した値に設定した．また，誘電体基板には中興化成工業製のフッ素樹脂基板（CGP-500）
を用いた．
図 3.12 に，VSWR の周波数特性を示す．図 3.12 において，測定結果と計算結果はほぼ一
致しており，5.1 GHz において VSWR が 1.4 でインピーダンス整合が実現できていること




影響が見られていると考えられる．このときの動作利得は 9.7 dBi，垂直面チルト角は 35 度，
円錐面パターンの半値角は 57 度，F/B 比は 9 dB である．計算結果における利得 10.7 dBi












アンテナは，3.2.2 で述べたように円錐面パターンの半値角が約 60 度であることから，6 セ
クタアンテナの基本アンテナ素子に向いている．そこで，6 セクタアンテナの構成及び放射
特性についてモーメント法電磁界シミュレータ IE3D [32] を用いて検討する．なお，本検討
に用いるクランク素子装荷ひし形アンテナは t ＝ 0.027 λ，²r ＝ 2.6 の誘電体基板上に形成
し，このときの水平 Eφ 偏波成分の放射パターンは図 3.14 に示すようになる．このときの指
向性利得は 10.6 dBi，垂直面チルト角は 65 度，円錐面パターンの半値角は 57 度，F/B 比
は 11 dB で，アンテナ素子を構成する各パラメータは，L ＝ 0.391 λ，w ＝ 0.024 λ，Lc
＝ 0.117 λ，ws ＝ 0.0083 λ，d ＝ 0.0083 λ，h ＝ 0.417 λ である．誘電体基板及び反射
板の寸法は無限大としている．
まず，図 3.15 に示すように，主ビームが水平面内において 60 度間隔で形成されるように
本提案アンテナを 60 度ずつ傾け，素子間隔を d として直線状に配列した構成について検討
する．図中の矢印は主ビーム方向を示しており，アンテナ素子 #1 ～ #6 を選択的に切換給
電し，非励振素子は 50 Ω 終端するものとする．図 3.16 は隣接素子間が重ならないように素
図 3.14: 6 セクタ構成に用いた基本アンテナの放射パターン
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子間隔 d を 0.617 λ に設定した場合の放射パターン，表 3.5 は放射特性を示している．図
3.16 では，セクタ構成が左右対称であるためアンテナ素子 #1 ～ #3 の放射パターンのみを
示している．このときの 6 セクタアンテナの寸法（a× b）は，0.61 λ × 3.65 λ となる．
これらの結果から，いずれのアンテナ素子も図 3.14 に示す素子単体のときと比べて，放射パ






このときの素子間隔は，d1 ＝ 0.567 λ，d2 ＝ 0.583 λ，d3 ＝ 0.783 λ である．なお，本
構成は左右対称な構成であるためアンテナ素子 #4 ～ #6 の素子間隔も同様な値である．図
3.18 は本構成における放射パターン，表 3.6 は放射特性を示している．これらの結果から，
主ビーム方向が約 60 度間隔で形成できており，いずれのアンテナ素子も円錐面パターンの半
値角が約 60 度であることから，6 セクタ特性を実現できていることが分かる．また，このと
きのアンテナ寸法（a× b）は，0.88 λ × 3.65 λ となる．この寸法は，例えば動作周波数を
25 GHz に仮定すると，10.6 mm× 43.8 mm となることから PCMCIA（Personal Computer
Memory Card International Association）カード（横幅：54 mm）の端部に内蔵するアンテ
ナとして好適であると考えられる．
以上のように，クランク素子装荷ひし形アンテナを用いた 6 セクタ構成を提案し，素子配




図 3.15: クランク素子装荷ひし形アンテナを用いた 6 セクタ構成
図 3.16: アンテナ素子 #1，#2，#3 の放射パターン
表 3.5: アンテナ素子 #1，#2，#3 の放射特性
Main beam
No. direction φ [deg.] Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B [dB]
#1 0 9.7 70 46 13
#2 285 9.3 60 45 7
#3 55 10.2 70 50 5
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図 3.17: 特性改善後の 6 セクタ構成
図 3.18: 特性改善後のアンテナ素子 #1，#2，#3 の放射パターン
表 3.6: 特性改善後のアンテナ素子 #1，#2，#3 の放射特性
Main beam
No. direction φ [deg.] Directivity [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B [dB]
#1 0 9.9 65 63 13
#2 230 9.7 65 62 8
#3 115 10.7 65 54 8
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3.5 むすび























ルト角は 35 度，円錐面パターンの半値角は 57 度，F/B 比が 9 dB であった．
（3）60 度ずつ傾け直線状に配列した 6 素子配列した 6 セクタアンテナにおいてモーメント
法により放射特性を評価した．その結果，主ビーム方向に隣接する素子が存在すると強
く結合し，放射特性が大幅に劣化することが分かった．そこで配列順序及び素子位置を

















アンテナ特性との関係及び 2 方向ビーム切換を実現する構成を示す．4.3 節では，スロット









となる位置を 1.2 節で述べた 2 点波源モデルと対応させ，それらの位置において電流位相差
が生じるようにクランク素子を設けたものである．この構成により，一点給電でチルトビー
ムを実現することができ，分配給電回路を削減することができる．
図 4.1 において，一辺の長さが L で素子幅が w の正方形平面形状のループ素子の対向す




さらに，ループ素子から間隔 h 離した位置に寸法が Lrx× Lry の反射板をループ素子面と平
行に配置する．このような構成とすることにより，＋Z 軸方向から ＋X 軸方向へチルトし
た主ビームが形成されることになる．
次に，図 1.5 に示す放射パターンと同等なチルト角 54 度を想定した上で 10 dB 以上の
F/B 比が得られるように各構成パラメータを最適化した．最適化においては，チルト角は間
隔 hにより大きく変化することから，まずは間隔 h によりチルト角を決定し，その他の構成
パラメータは 1 波長ループアンテナの寸法を基本として，F/B 比が 10 dB 以上となるよう
にループ素子及びクランク素子の寸法を決定した．なお，このときのアンテナ素子の各構成
パラメータは，L ＝ 0.253 λ，w ＝ 0.047 λ，Lc ＝ 0.158 λ，wc ＝ 0.017 λ，d ＝ 0.017
λ 及び h ＝ 0.417 λ であり，反射板の寸法 (Lrx×Lry) は無限大である．また．このときの
アンテナ寸法は X 軸方向の寸法が 0.442 λ，Y 軸方向の寸法が 0.767 λ である．
上記の構成パラメータにおけるアンテナ素子上の電流分布をモーメント法 [32] により計算
した結果を図 4.2 に示す．ここでは，電流の最大値を 0 dB として正規化した振幅分布及び
給電位置を 0 度とした位相分布を示している．横軸の (A) から (D) は図 4.1 (b) に示すアン
テナ素子上の位置に対応しており，網掛部はクランク素子上の電流分布を示している．図 4.2





設けたことにより頂点 (A)－ (C) 間において 336 度 の電流位相差が生じているが，クラン
ク素子の折返し構造により電流位相差は 156 度となる．以上のことから，電流振幅が極大値
で，かつ位相差を有する頂点 (A) と頂点 (C) の近傍の電流が図 1.4 の 2 点波源に対応する








図 4.3 に，放射パターンを示す．図 4.3 (a) は XZ 面における放射パターン，図 4.3 (b)
は 円錐面パターンであり，いずれも水平 Eφ 偏波成分を示している．図 4.3 からわかるよう
に，＋X 軸方向へ 54度チルトした主ビームが得られており，このときの F/B比は 11.7 dB，
指向性利得は 11.2 dBi である．また，円錐面パターンの半値角は 63 度であり，このことか
ら本提案アンテナは 6 セクタアンテナに好適であるといえる．ここで，図 1.4 に示す 2 点波
源モデルと比較すると，図 4.2 における電流振幅の極大点である頂点 (A)－ (C) 間の位相差
が 156 度であるのに対して，2 点波源モデルでは位相差が 110 度である．この違いは，本提
案アンテナの放射特性は頂点 (A)，(C) の 2 点からの放射だけで決定されているのではなく，
ループアンテナ素子全体，すなわち電流振幅及び電流位相の異なる複数の点波源からの放射
により決定されるため，2 点波源で完全にモデル化できていないことが要因の一つと考えら
れる．また，2 点波源モデルにおける波源間隔 d が 0.333 λ であるのに対して頂点 (A)－
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図 4.3: クランク素子装荷ループアンテナの放射パターン
(C) 間の距離は 0.408 λ であることも要因として考えられる．
次に，チルト角，垂直面及び円錐面パターンの半値角，指向性利得及び F/B 比の周波数特
性を図 4.4 に示す．この図から，3.8 % の帯域において 10 dB 以上の F/B 比，10 dBi 以上
の指向性利得が得られることがわかる．なお，周波数が高くなるにつれて，チルト角は大き
くなり，垂直面パターンの半値角は狭くなっているが，これは波長の変化により間隔 h が見
かけ上変化するためである．また，f/f0 ＝ 1 より高い周波数において，F/B 比が劣化して
いるにもかかわらず利得が増加しているのは，垂直面パターンの半値角が周波数増加ととも
に狭くなるためである．
このように，本提案アンテナは小さい平面寸法で F/B 比が 10 dB 以上のチルトビーム特















間隔 h の変化に対する指向性利得及びチルト角の変化を図 4.7 に示す．この結果から，間
隔 hが広くなるにつれてチルト角が大きくなっていることがわかる．指向性利得は間隔 h が




ため，クランク間隔 d ＝ 0.017 λ で一定として検討を行った．
図 4.8 に，クランク素子幅 wc を変化した場合の指向性利得及び F/B 比を示す．この結果
から，クランク素子幅を狭くするほど，F/B 比の最大値を高くできるとともに，短いクラン
ク素子長で F/B 比を高くできることがわかる．これは，図 4.9 に示すように，クランク素子
幅に対する頂点 (A)－ (C) 間の電流位相差 (φA－ φC) が異なっていることが主な要因と考え
図 4.7: 反射板間隔 h に対するアンテナ特性.
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図 4.8: クランク素子幅 wc を変化させた場合のクランク素子長 Lc に対するアンテナ特性
図 4.9: クランク素子幅 wc に対する頂点 (A)－ (C) 間の電流位相差 (φA－ φC)
69
られる．図 4.10 は，図 1.4 に示す 2 点波源モデルにおいて位相差 δ を変化した場合の F/B
比を示しており，位相差は F/B比を決定する重要なパラメータであると同時に，F/B比が最
大となる位相差は一意に決定されることを示している．本提案アンテナでは wc ＝ 0.008 λ
で F/B 比が最大となる位相差 149 度 がこれに相当すると考えられる．しかしながら，wc ＝
0.008 λ 以外のクランク素子幅においても同様の位相差となるクランク素子長が存在するが，
高い F/B 比は得られていない．これは，図 4.11 に示すように，クランク素子長が短くなる









が変化することになる．以上のことから，クランク素子は頂点 (A)－ (C) 間の電流位相差を
決定すると同時に，クランク素子上からの放射を抑えるような長さに決定する必要がある．
図 4.10: 2 点波源モデルにおける位相差 δ に対する F/B 比
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図 4.11: クランク素子上の電流分布
図 4.12 は，ループ素子の一辺の長さ L を変化した場合の指向性利得及び F/B 比を示して
いる．図 4.12 において，F/B 比が最大値におけるアンテナ素子の全長，すなわちループ素
子長 L とクランク素子長 Lc の総和（4 L＋ 4 Lc）を見ると，L ＝ 0.206 λ のときは 4 L＋
4 Lc ＝ 1.604 λ，L ＝ 0.253 λ のときは 4 L＋ 4 Lc ＝ 1.648 λ，L ＝ 0.301 λ のときは 4







向性利得，F/B 比及びチルト角を図 4.13 に示す．図 4.13 (a) から，反射板の寸法によって
主ビームのチルト角が変化することがわかる．これは，反射板の端部での回折が影響してい
ると考えられる．図 4.13 (b) からは，主ビーム方向である X 軸方向の反射板寸法に対して
利得が大きく変化することが確認できる．また，反射板の一辺の長さを 1 波長以上に設定す























る給電インピーダンスである 50 Ω に整合させるためには整合回路が必要となるが，給電部
にショートスタブを接続することにより整合がとれることが報告されている [40]．そこで図
4.16 に示すように，本アンテナにショートスタブを接続した構成を試作し，アンテナ特性を
評価した．ショートスタブの長さ Lst を 0.125 λ，給電ポートまでの長さ Lp を 0.053 λ と
した．
図 4.17 に，リターンロス特性を示す．f0 ＝ 2 GHz においてリターンロスが最小となって
おり，計算結果とほぼ一致している．測定結果における比帯域幅は，リターンロス < － 10
dB において約 4.3 % と計算結果に比べて広いが，これはアンテナ素子の導体損失により広
帯域な特性になったと考えられる．
次に，放射パターンを図 4.18 に示す．図 4.18 において，XZ 面及び円錐面の両者とも測
定結果と計算結果はほぼ一致しており，計算による検討結果が妥当であることがわかる．こ
のときの測定結果における動作利得は 10.3 dBi，F/B 比 は 12.5 dB，チルト角は 47 度，円
錐面パターンの半値角は 61 度である．図 4.13 (a) から，計算結果におけるチルト角（49 度）
との差は 2 度とほぼ一致しており，図 4.13 (b) の指向性利得との比較からアンテナ素子全体
の損失は 0.3 dB である．また，円錐面パターンにおいて，直交偏波成分である垂直 Eθ 偏波


















さ t，比誘電率 ²r の誘電体基板上の GND 面に形成され，GND 面の裏面に形成された MSL
から電磁界結合により給電されている．MSL はスロット素子との結合部から長さ Lm の位
置で開放され，Lm を調整することによりインピーダンス整合を取ることができる．このよ
うな構成において，2 つの給電ポートを選択的に励振することで，図 4.5 に示す構成と同様
に 2 方向へビームを切り換えることが可能となる．このとき，スロット素子構成では非励振
ポート側のスロット素子と MSL との結合部において開放とする必要があるため，MSL の長
さ Lt を λe/4 の奇数倍として短絡，あるいは Lt を λe/2 の整数倍として開放としなければ
ならない．ここで，λe は MSL の実効波長である．このような一方の給電ポートを励振し，
他方を短絡あるいは開放とするスイッチ動作は，MSL と同一面に例えば PIN ダイオードや
FET を実装しスイッチを構成することで実現することができるが，高周波回路では一般的に
完全に開放させることは困難であるため，ここではスロット素子構成の基本動作及びビーム





ポート 1 から励振し，ポート 2 を長さ Lt＝ λe/4 の位置で短絡した構成において，アンテ
ナ特性を FDTD法 [35]を用いて計算した結果を図 4.20及び 4.21に示す．図 4.20は，Lgy＝
λ において GND 寸法 Lgx を変化した場合の放射パターン，図 4.21 は Lgx＝ λ において
GND 寸法 Lgy を変化した場合の放射パターンである．いずれも垂直 Eθ 偏波成分を示して
いる．このとき，誘電体基板には t ＝ 0.013 λ，²r ＝ 2.6 のフッ素樹脂基板を用いており，
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反射板間隔及び反射板寸法は 4.2.4 で述べた線状素子構成で用いた値と同様の h ＝ 0.417 λ
及び Lrx ＝ Lry ＝ 2 λ とした．また，ループ素子の各構成パラメータは，フッ素樹脂基板
による波長短縮効果及び 4.2.3 で述べた設計手法を基に，F/B 比が最大となるように L ＝
0.177 λ，w ＝ 0.047 λ，Lc ＝ 0.133 λ，wc ＝ 0.008 λ，d ＝ 0.008 λ とした．MSL は特
性インピーダンスが 50 Ω となるように wm を 0.033 λ とし，中心周波数 f0 においてイン
ピーダンス整合が取れるように Lm を 0.029 λ とした．これらの結果から，ポート 1 から励
振することにより垂直 Eθ 偏波成分で，＋ Z 軸方向から＋X 軸方向へチルトしたビームが
得られることが分かる．同様に，ポート 2 から励振した場合は，＋Z 軸方向から－X 軸方
向へチルトしたビームが得られることになる．
また，図 4.20 及び 4.21 から GND 寸法によりバックローブが大きく変化することがわか
る．これは，スロット素子からだけでなく GNDからの放射も存在することを示している．こ
のため，10 dB 以上の F/B 比を実現するためには GND 寸法を適切に設定する必要があり，
Lgx＝Lgy＝ λ の場合，F/B 比は 11.6 dB となる．このときのチルト角は 37 度，指向性利
得は 11.3 dBi，円錐面パターンの半値角は 75 度である．
次に，Lgx＝ Lgy＝ λ，他の構成パラメータを前述した値に設定した場合のスロット素子
構成を試作し，特性の評価を行った．4.2.4 では，平衡・不平衡変換を行うために用いたシュ
ペルトップの影響を抑えるために 2 GHz 帯で測定したが，スロット素子構成では MSL によ
り容易に給電できることから一般に無線 LAN システムで用いられている 5 GHz 帯で測定し
た．測定の結果，5 GHz におけるリターンロスが － 14.2 dB，リターンロス < － 10 dB に
おける比帯域幅は 1.7 % であり，MSL 給電によりインピーダンス整合を実現できることが分
かった．4.2.4 で示した構成における比帯域幅に比べて狭くなっているが，これはスロット幅
などの構成パラメータを適切に設定することで広帯域化できると考えられる．また，5 GHz
において測定した垂直 Eθ 偏波成分の放射パターンを図 4.22 に示す．計算結果とほぼ同様の






図 4.20: GND 寸法 Lgx に対するスロット素子構成の放射パターン (Lgy＝ λ)





アンテナは，4.2 節で示したように円錐面パターンの半値角が約 60 度であることから，6 セ
クタアンテナの基本アンテナ素子として好適であることを示した．また，1 つのアンテナ素
子で 2 方向へビーム切換できることから，3 素子で 6 セクタアンテナを構成することができ，
実装面積を抑えることが可能となる．
6 セクタアンテナの構成を図 4.23 に示す．本提案アンテナを用いた 6 セクタアンテナ構成
としては，図 4.23 (a) に示す放射状に配列する構成と図 4.23 (b) に示す直線状に配列する構
成が考えられるが，ここでは放射状配列に絞って，アンテナ素子間結合を含めたアンテナ特
性について検討する．
図 4.24 に，放射状配列の 6 セクタアンテナの詳細構成を示す．3 つのアンテナ素子を点 O
を中心として放射状に 120 度の角度間隔で配列する．ここで，点 O から各アンテナ素子の
中心までの距離（OA，OB，OC）を ds とし，アンテナ素子の各構成パラメータは，4.2 で
示した値と同様とした．
図 4.23: 6 セクタアンテナ構成
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図 4.24: 放射状配列の 6 セクタアンテナ
このような構成において，距離 ds を変化した場合のアンテナ特性について検討する．な
お，点Oを中心とした対称構造であるため，ポート #1 から #6 のいずれの給電ポートから
励振した場合も同様の結果が得られることから，ここではポート #1 から励振した場合の結




クタアンテナのビーム幅の設計目標値を 60 度 ± 5 度とした場合，距離 ds は 0.75 λ 以上
に設定すればよいことが分かる．
次に，距離 ds を 0.75 λ に設定した場合の水平 Eφ 偏波成分の放射パターンを図 4.26 に
示す．図 4.3 に示すアンテナ単体のときと同様な放射パターンが得られており，アンテナ素
子間の相互結合による影響が見られていないことがわかる．また，図 4.26 (b) に示す円錐面
パターンにおいて，6 方向にビームが形成されており，6 セクタ特性が得られている．次に，









図 4.25: 距離 ds に対する指向性利得及び円錐面パターン半値角
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図 4.26: 6 セクタアンテナの放射パターン












長さが L で素子幅が w の正方形平面形状のループ素子を，長さが Lct で素子幅が wct の接
続素子を介して 3 素子接続し，両端のループ素子の頂点に，長さが Lc ，素子幅が wc 及び間
隔が d のクランク素子を接続する．給電ポートは中央のループ素子の頂点に設け，図 4.1 と
同様に，ループ素子から間隔 h 離して Lrx×Lry の反射板をループ素子面と平行に配置する．
次に，10 dB以上の F/B 比が得られるように各構成パラメータを最適化したときのアンテ
ナ素子上の電流分布をモーメント法により計算した結果を図 4.29 に示す．図 4.29 において，
L ＝ 0.301 λ，w ＝ 0.047 λ，Lct ＝ 0.3 λ，wct ＝ 0.017 λ，Lc ＝ 0.133 λ，wc ＝ 0.017
λ，d ＝ 0.017 λ，h ＝ 0.417 λ 及び Lrx ＝ Lry ＝ ∞ とした．横軸の (A) から (L) は図
4.28 (b) に示すアンテナ構成の位置に対応しており，網掛部はクランク素子及び接続素子上
の電流分布を示している．電流振幅の極大値は，各ループ素子の頂点，接続素子の中点及び
折返し部に分布していることがわかる．また，ループ素子の頂点 (C), (A), (K) における電
流位相と，頂点 (E), (G), (I) における電流位相はそれぞれほぼ同位相であり，これらの頂点
の間には位相差が生じていることがわかる．向かい合う接続素子間及びクランク素子の折返






上記の構成パラメータにおける水平 Eφ 偏波成分の放射パターンを図 4.30 に示す．＋Z 軸
方向から＋X 軸方向へチルトした主ビームが得られており，このときのチルト角は 52 度，
F/B 比は 10.4 dB，指向性利得は 13.3 dBi，円錐面パターンの半値角は 22 度である．図 4.3
に示すループ素子単体に比べて指向性利得は 2.1 dB 向上し，円錐面パターンの半値角は約
1/3 となる．図 4.31 は，チルト角，円錐面パターンの半値角，指向性利得及び F/B 比の周
波数特性である．図 4.4 に示すループ素子単体の場合とほぼ同様の特性を示しているが，10
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図 4.29: 多段接続ループアンテナの電流分布（3 段接続構成）
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図 4.30: 多段接続ループアンテナの放射パターン（3 段接続構成）







図 4.32 に多段接続ループアンテナのスロット素子構成を示す．スロット素子は，寸法 Ldx








次に，車載近距離レーダ用の周波数帯である 26 GHz 帯において，スロット素子構成を試
作し，特性の評価を行った．試作モデルを図 4.33 に示す．ここでは，Ldx×Ldy ＝ 2.6 λ ×
3.033 λ，t ＝ 0.026 λ，²r ＝ 3.6 の誘電体基板を用い，アンテナ素子の構成パラメータは，
Lg ＝ 1.213 λ，L＝ 0.322 λ，w ＝ 0.018 λ，Lct ＝ 0.104 λ，wct ＝ 0.013 λ，Lc ＝ 0.043
λ，wc ＝ 0.013 λ，d ＝ 0.013 λ，h ＝ 0.433 λ とした．また，MSL は特性インピーダン
スが 50 Ω となるように設定している．
図 4.34 に，スロット素子構成の VSWR 特性を示す．図 4.34 において，実線は試作した
スロット素子構成の測定結果，点線は電磁界シミュレータ HFSS [47] で計算した結果を示し
ている．この結果から，測定結果と計算結果は，中心周波数が 約 2 % の誤差が生じている．
これは，誘電体基板の比誘電率が正確にモデル化できていないことや，製作誤差が考えられ
る．また測定結果において，VSWR < 2 における比帯域幅は 約 6.9 % である．次に，中心
周波数における垂直 Eθ 偏波成分の放射パターンを図 4.35 に示す．図 4.30 に示す線状素子
構成と同様のチルトビーム特性が得られていることが分かる．また，計算結果とほぼ一致し
ていることから，計算結果が妥当であると考えられる．このときの動作利得は 12.6 dBi，垂



































を実現するために，接地された 4 つの PIN ダイオードを用いた SPDT スイッチとした．図
2.17 に示す SPDT スイッチ構成と異なるのは，動作周波数が 26 GHz と高いため，アイソ
レーションが確保できないためである．PIN ダイオードには，M/A-COM 製の MA4SPS402
を使用した．図 4.38 において，制御電圧＋Vc を印加した場合，PIN ダイオード D3 及び
D4 がオン状態となり，点 P から端子 3 側は開放に見えるため，端子 1 から入力された信号
は端子 2 に出力される．このとき，PIN ダイオード D1 及び D2 は，オフ状態で開放となっ
ている．同様に，制御電圧－Vc を印加した場合，PIN ダイオード D1 及び D2 がオン状態
となり，端子 1 からの入力信号は端子 3 に出力される．図 4.39 に試作したビーム切換回路
図 4.37: ビーム切換アンテナを用いたレーダシステム構成
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の特性を示す．ここでは，PIN ダイオード D3 及び D4 をオン状態となるように制御電圧を
印加している．26 GHzにおいて，通過損失 S21 が 2.6 dB，アイソレーション S31 が 21 dB
の良好な特性が得られている．このとき，PIN ダイオードによる損失は D3 及び D4 で約 1
dB，D1 及び D2 で約 0.4 dBであり，その他は MSL による損失であることは確認している．
図 4.38: PIN ダイオードを用いたビーム切換回路
図 4.39: ビーム切換回路の特性
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次に，4.5.2 で述べたスロット素子構成に，図 4.38 に示すビーム切換回路を実装したとき
のアンテナ特性を評価した．図 4.40 に試作したアンテナ構成を示す．このとき，4.3 節でも
述べたように，非励振ポート側の MSL の影響を排除するために，スロット素子と MSL と
の結合部において開放となるように，結合部から PIN ダイオード D1 及び D4 を実装して
いる位置までの MSL の長さを λe/4 の奇数倍に設定している．また，図 4.40 中に記載の端
子番号と図 4.38 に記載の端子番号は一致している．図 4.41 に VSWR 特性の測定結果を示
す．計算では，オン状態の PIN ダイオードを短絡，オフ状態の PIN ダイオードを開放と仮
定して解析を行っている．図 4.41 において，ビーム切換時の特性はほぼ同等であり，VSWR





図 4.41: ビーム切換多段接続スロットループアンテナの VSWR 特性




結果に比べて 3 dB 程度の利得低下が見られるが，これは給電ラインである MSL による損
失と PIN ダイオードスイッチによる損失である．









Gain [dBi] Tilt angle [deg.] HPBW [deg.] F/B ratio [dB]
Meas.(+Vc) 9.8 38 32 10
Meas.(-Vc) 10.1 40 33 7
Calc. 12.9 40 30 9
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4.6 むすび




構成において，MSL から容易に給電でき，かつ垂直 Eθ 偏波成分が得られることを示すとと






性を評価した結果，0.442 λ × 0.767 λ の小型な平面寸法で，3.8 % の周波数帯域に
おいて 10 dB 以上の F/B 比，10 dBi 以上の指向性利得を有する水平 Eφ 偏波成分の
チルトビーム特性が得られることを示した．また，アンテナ素子が対称な構成である
ことから，ループ素子の対向する位置に 2 つの給電点を設け選択的に励振することで
1 素子で 2 方向にビーム切換を実現できることを示した．さらに，2 GHz 帯において
試作評価を行った結果，ショートスタブを用いることで 50 Ω 整合を実現でき，計算結
果と同様なチルトビーム特性を実現することができた．測定における動作利得は 10.3








を 1 波長以上に設定することで 9 dBi 以上の指向性利得が得られることを示した．
（3）MSL により給電可能なスロット素子構成において，2 方向ビーム切換を想定して 2 つ
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の給電ポートを有した場合の構成を検討した結果，非励振ポート側のスロット素子と
MSL との結合部において開放とすることで非励振ポート側の MSL が放射特性に及ぼ
す影響を抑制でき，これにより 2 方向ビーム切換が実現できることを示した．そこで，
非励振ポート側の MSL を 1/4 波長の位置で短絡した場合において試作評価した結果，
計算結果とほぼ同様な垂直 Eθ 偏波成分のチルトビーム特性が得られており，動作利得
は 9.6 dBi，F/B 比は 10 dB であった．






指向性利得が 2.1 dB 向上し，円錐面パターンの半値角が約 1/3 となることを示した．





















[53]-[57]．EBG 構造は，これまでに反射板上に配置したダイポールアンテナ [58] ，スパイラ
ルアンテナ [59]-[61]，カールアンテナ [62],[63] や L 字モノポール [64] の反射板に適用した例
があり，薄型化できることが報告されている．これらの報告では，共振周波数において EBG








本章の 5.2 節では，本検討で用いる EBG 反射板の構成を示し，動作及び反射位相特性に
ついて述べる．5.3 節では，EBG 反射板上に配置した位相差給電スロットアレーの構成を述






5.2 EBG (Electromagnetic Band-Gap) 反射板の構成




図 5.1: マッシュルームタイプの EBG 反射板構成
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図 5.2: EBG 反射板の等価回路
図 5.3: EBG 反射板の反射位相特性
うな構成の EBG 反射板は，図 5.2 に示すような並列の LC 共振回路として等価的に置き換
























図 5.3 において，EBG反射板は，共振周波数のときは反射位相が 0 度となり同位相で反射
することが分かる．これは，反射板が PMC と同様の動作をしていることを示している．ま
た，反射位相は共振周波数を中心に，低くなると π に近づき，高くなると -π に近づいてい
る．このように，EBG 反射板を用いることで反射位相を変化することができる．本提案アン







ここでは，2 章で述べた PEC 反射板を用いた位相差給電スロットアレーとその PEC 反射
板を EBG 反射板に置き換えた構成において放射特性を比較し，薄型化の実現可能性を検証
する．なお，動作周波数を 5 GHz 帯として検討する．
図 5.4に，PEC及び EBG反射板を有する位相差給電スロットアレーの構成を示す．図 5.4
(a) は 2 章で述べた構成と同様であり，図 5.4 (b) に示す EBG 反射板は図 5.1 に示す構成と
同様なマッシュループタイプのEBG 反射板である．EBG 反射板の各構成パラメータは，反
射板寸法が無限大としたときに EBG 反射板の反射位相が 5 GHz において 0 度となるよう
に，W ＝ 14 mm（0.233 λ），G ＝ 1 mm（0.017 λ），t ＝ 1.6 mm（0.027 λ），²r ＝ 2.6，
r ＝ 0.25 mm（0.004 λ）に設定した．ここで，W はパッチ素子の 1 辺の長さ，G はパッチ
素子間の間隔，t 及び ²r は誘電体基板の厚み及び比誘電率，r はスルーホールの半径，λ は
5 GHz における自由空間波長である．このような構成とすることで，EBG 反射板は PMC
と同様な動作をすることになる．
図 5.4: PEC 及び EBG 反射板を有する位相差給電スロットアレー
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図 5.5: 反射板間隔 h に対する垂直（XZ）面チルト角
次に，図 5.4 に示すそれぞれの構成における放射特性を FDTD 法電磁界シミュレータ [35]
を用いて計算した．なお，計算では誘電体基板の損失は考慮していない．図 5.5 に，5 GHz
において反射板との間隔 h を変化した場合の垂直（XZ）面のチルト角を示す．このときの
アンテナ素子の各構成パラメータは，スロット素子の長さ Ls ＝ 25 mm（0.417 λ），スロッ
ト素子の幅 Ws ＝ 1 mm（0.017 λ），GND 板寸法 Lg ＝ 50 mm（0.833 λ），スロット素子
間隔 d ＝ 20 mm（0.333 λ），スロット間の位相差 δ（＝ φ1 — φ2）＝ 80 度 である．また，
PEC 及び EBG 反射板の寸法は 149 mm × 149 mm（2.483 λ × 2.483 λ）であり，このと
きの EBG 反射板のパッチ素子の数（N× N）は 10 × 10 素子である．図 5.5 において，38
度のチルト角が得られる反射板間隔 h を比較すると，EBG 反射板では 9.1 mm（0.152 λ）
であるのに対して PEC 反射板は 25 mm（0.417 λ）であることから，約 64 %の薄型化が実
現できていることが分かる．図 5.6 は，反射板間隔 h を変化した場合の指向性利得を示して
いる．EBG 反射板を用いた場合の指向性利得は，11.6 mm（0.193 λ）をピークに反射板間
隔が狭くなると指向性利得が低下していることが確認できる．これは，近接することにより
EBG 反射板とアンテナ素子の GND 板との相互結合が大きくなるためと考えられる．また，
反射板間隔が大きくなると指向性利得が低下していることについては，サイドローブレベル
が増大することが要因である．図 5.7 に反射板間隔 h に対する放射パターンを示すが，反射
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図 5.6: 反射板間隔 h に対する指向性利得
図 5.7: EBG 反射板を用いた位相差給電スロットアレーにおける反射板間隔 h に対する放射
パターン
板間隔が大きくなると，＋Z 軸方向に形成されるサイドローブが増大していることが確認で
きる．PEC 反射板に関しても，30 mm（0.5 λ）程度以上になると利得が低下し始めている
が，これもサイドローブ増大による影響である．
図 5.8 は，垂直面チルト角が 38 度，つまり EBG 反射板では h が 9.1 mm，PEC 反射板
では 25 mm とした場合の垂直 Eθ 偏波成分の放射パターンを示している．EBG 反射板を用
いた場合の放射パターンは，PEC 反射板を用いた場合とほぼ一致しており，薄型化による放
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図 5.8: EBG 及び PEC 反射板を用いた位相差給電スロットアレーの放射パターン
射パターンへの影響は見られていない．このときの EBG 反射板における指向性利得は 11.2
dBi，円錐面パターンの半値角は 86 度である．
次に，EBG 反射板を用いた場合の周波数特性について検討する．図 5.9 は，垂直（XZ）
面チルト角の周波数特性である．EBG 反射板を用いた場合は，PEC 反射板に比べて周波数
に対するチルト角の変化が大きいことが確認できる．これは，図 5.3 に示すように，EBG 反
射板の反射位相が周波数に対して大きく変化する特性を有しているためである．本アンテナ
の実用性をさらに高めるためには，この周波数特性の改善が必要であると考えられる．
これまでは，EBG 反射板寸法を固定（149 mm × 149 mm（N × N ＝ 10 × 10））として
検討してきたが，次に反射板寸法と放射パターンとの関係について検討を行う．図 5.10 に，
パッチ素子数（N × N）に対する垂直（XZ）面放射パターンを示す．図 5.10 から分かるよ
うに，N が 10 素子以上になると放射パターンの変化はほとんど見られず，8 素子になると
主ビームが高仰角方向に向いている．これは，図 2.10 に示す PEC 反射板のときと同様に反







図 5.10: パッチ素子数（N × N）に対する垂直（XZ）面放射パターン
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5.3.2 実験検討による特性評価




を用いた．図 5.11 に，反射位相の測定系を示す．測定は電波暗室内で行い，2 つのホーンア
ンテナを EBG 反射板に向けて配置し，ネットワークアナライザを用いて反射位相を測定す
る．このとき，反射位相の基準は PEC 反射板からの反射位相としている．試作した EBG 反
射板の反射位相を計算結果とあわせて図 5.12 に示す．このときの EBG 反射板の各構成パラ
メータは，5.3.1 で述べた値と同様であり，計算には有限積分法を用いた電磁界シミュレータ
MW-Studio [66]を用いた．図 5.12 から，測定結果では 5.3 GHz において反射位相が 0 度と




図 5.12: EBG 反射板の反射位相の測定結果
いことが要因である．そこで，計算では比誘電率 ²r を 2.4 とすると，ほぼ同様の反射位相特
性が得られていることから，以降，比誘電率を 2.4 とした計算結果と測定結果を比較するこ
とにする．
図 5.13 に，EBG 反射板を用いた位相差給電スロットアレーの試作モデルを示す．試作モ
デルでは，給電構成は図 2.11 に示す構成と同様であり，T 分岐 MSL を用いて 2 つのスロッ
ト素子を位相差給電している．このときのアンテナ素子の各構成パラメータは，EBG 反射板
の影響を考慮して 5.3 GHz でインピーダンス整合が取れるように，スロット素子長 Ls ＝ 18
mm，スロット素子幅 Ws ＝ 2 mm，スロット素子間隔 d ＝ 19 mm，GND 寸法 Lgx ＝ Lgy
＝ 45 mm，MSL 幅 W1 ＝ 4 mm，W2 ＝ 1 mm，スタブ長 Lst ＝ 2.25 mm，シフト幅 S ＝
5 mm，誘電体基板の厚み t ＝ 1.6 mm とした．図 5.14 に，VSWR 特性の測定結果及び計
算結果を示す．測定結果は，計算結果とほぼ一致しており，5.3 GHz において VSWR は 1.4
である．図 5.15 は，5.3 GHz における垂直 Eθ 偏波成分の垂直（XZ）面放射パターンを示
している．測定結果は計算結果と同様な放射パターンが得られており，計算結果が妥当であ
ると同時に，EBG 反射板を用いることにより本提案アンテナの薄型化を実現できることが実
証できた．測定結果において，垂直面チルト角は 38 度，利得は 8.1 dBi である．
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図 5.13: EBG 反射板を用いた位相差給電スロットアレーの試作モデル
次に，EBG 反射板を用いたことによるアンテナ特性への影響を検討する．表 5.1 に PEC
及び EBG 反射板を用いた位相差給電スロットアレーのアンテナ特性を示す．ここでは，反
射板との間隔を PEC 反射板では 25 mm，EBG 反射板では 9.1 mmとしている．利得につい
て見ると，PEC 反射板では測定結果と計算結果の差が 1.6 dBであるのに対して，EBG 反射
板ではその差が 2 dB である．これより，EBG 反射板を用いたことによる利得劣化量は 0.4
dB 程度と考えることができ，EBG 反射板を用いたことによるアンテナ特性への影響は小さ
く，実用的に問題の無いレベルであると考えられる．また，PEC 反射板を用いたときのチル







図 5.14: 試作モデルの VSWR 特性
図 5.15: 試作モデルの垂直（XZ）面放射パターン @ 5.3 GHz
表 5.1: アンテナ特性の比較
Gain [dBi] Tilt angle [deg.]
PEC reflector Meas. 9.1 41
Calc. 10.7 43








（1）2 章で述べた 従来の PEC 反射板を用いた位相差給電スロットアレーとその PEC 反射
板を完全磁性体として動作するように形成した EBG 反射板に置き換えた構成との放射







見られず，最低 10× 10 素子以上は必要であることが分かった．これは，反射板端部で
の回折の影響や所定の反射位相を実現するために必要となるパッチ素子数を示している
といえる．
（3）EBG反射板を用いた位相差給電スロットアレーを実際に 5 GHz 帯において試作し，放
射特性を評価した結果，計算と同様に EBG 反射板を用いることでチルトビームアン
テナの薄型化を実現できることが分かった．また，PEC 反射板と EBG 反射板を用い
た場合のそれぞれのアンテナ利得を比較した結果，EBG 反射板適用による損失増加は




















ことを明らかにし，スロット素子間隔に応じて適切に設定することで 10 dB 以上の F/B 比
を実現できることを示した．また，サイドローブ増大による特性劣化を抑えるためには 1/2
波長以下に反射板間隔を設定する必要があり，反射板寸法を 1 波長以上に設定することで 9
dBi 以上の指向性利得が得られることを示した．測定においては， T 分岐 MSL を用いて分
配給電する構成を 5 GHz 帯において試作評価することで，計算結果の妥当性を示すととも
に，動作利得が 9.4 dBi，垂直面チルト角が 40 度の垂直 Eθ 偏波のチルトビーム特性が得ら




さらには，提案アンテナを 2 組直交して配列した 4 セクタアンテナを提案し，4 セクタ特
性を実現するための条件をモーメント法を用いて明らかにするとともに，ビーム切換回路を
含む具現化構成における放射特性を FDTD 法を用いて解析した．これにより，0.833 波長四
方の小型な構成で，9.5 dBi 以上の指向性利得を有する 4 方向ビーム切換特性を実現できる
ことを示した．
3 章では，分配給電を必要とせず 1 素子かつ 1 点給電によりチルトビーム特性を実現する
アンテナ構成として，クランク素子装荷ひし形アンテナを提案した．モーメント法を用いて
アンテナ素子上の電流分布を計算することにより 1 章で示した 2 点波源モデルと同様な動作
によりチルトビームが形成されていることを明らかにするとともに，0.706 λ × 0.689 λ の
小型な平面寸法で 10 dBi 以上の指向性利得を有する水平 Eφ 偏波成分のチルトビームが得
られることを示した．また，スロット素子構成において，各構成パラメータに対する放射特
性を検討することにより線状素子構成とほぼ同様のチルトビーム特性が得られ，主偏波成分




チルト角が 35 度，円錐面パターンの半値角が 57 度，F/B 比が 9 dB であることを示した．
さらに，提案アンテナを 60 度ずつ傾け直線状に 6 素子配列した 6 セクタアンテナを提案
した．モーメント法により放射特性を評価した結果，主ビーム方向に隣接する素子が存在す
ると強く結合し，放射特性が大幅に劣化することを明らかにし，配列順序及び素子位置を調
整することにより 0.88 波長× 3.65 波長の小型な構成で 6 セクタ特性を実現できることを示
した．





果，0.442 λ × 0.767 λ の小型な平面寸法で，3.8 % の周波数帯域において F/B 比 が 10
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dB 以上で指向性利得が 10 dBi 以上の水平 Eφ 偏波成分を有するチルトビーム特性が得られ
ることを示した．また，ループ素子の対向する位置に 2 つの給電点を設け選択的に給電する
ことにより 1 素子で 2 方向にビーム切換できることを示した．2 GHz 帯における測定では，
ショートスタブを用いることで 50 Ω 整合を実現でき，計算結果と同様なチルトビーム特性
が得られることを示すとともに，10.3 dBi の動作利得，47 度の垂直面チルト角，61 度の円






また，MSL により給電可能なスロット素子構成において，2 方向ビーム切換を想定して 2
つの給電ポートを有した場合の構成を検討した．非励振ポート側のスロット素子と MSL と
の結合部において開放とすることで非励振ポート側の MSL が放射特性に及ぼす影響を抑制
でき，これにより 2 方向ビーム切換が実現できることを示した．非励振ポート側の MSL を
1/4 波長の位置で短絡した場合において試作評価した結果，動作利得が 9.6 dBi，F/B 比が
10 dB の垂直 Eθ 偏波成分のチルトビーム特性が得られ，2 方向ビーム切換の実現可能性を
示した．





指向性利得が 2.1 dB 向上し，円錐面パターンの半値角が約 1/3 となることを示した．多段
接続構成は，ビーム切換によるセンサ数の削減，高利得化による検知距離の拡大，狭ビーム
化による路面反射の抑制の観点から車載近距離レーダ用アンテナとして適していることから，
26 GHz 帯においてビーム切換可能な 3 段接続スロットループアンテナを試作評価した．そ




めに，反射板に EBG 構造を適用した場合のアンテナの薄型化効果を 2 章で述べた位相差給
電スロットアレーを用いて検証した．従来の PEC 反射板と完全磁性体（PMC）として動作
するように形成された EBG 反射板とで位相差給電スロットアレーの放射特性を FDTD 法を
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